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国際競争力向上のため
の実効税率引き下げ
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実効税率マネジメント
サービス



• 実効税率を下げるにあたって、一番留意しなければならないことは税務リスク測定とその低減になります。

すなわち、税務リスクマネジメントの実行が重要になります。

• 税務リスクを低減する手法としては、移転価格の文書化や、税務当局との事前確認、専門家からの意見

書の入手等があります。

• 税務リスクマネジメントと実効税率低減とを合わせて実行する実効税率マネジメントが必要になります。

実効税率を低減する代表的な手法を例示します。いずれの手法を実行する場合でも、税務リスクマネジメ
ントが必要になります。

• 繰越欠損金の有効利用

• 海外優遇税制の活用

• 資本関係を再構築することによる配当源泉税の低減

• 海外グループ・ファイナンス会社や地域統括会社の設立

• ハイブリット・ファイナンス（配当支払会社にて支払配当を損金算入し、配当受取会社にて受取配当金免
除となるような配当）

• ダブル・ディップ（１つの資金を用いて、2回貸借し、支払利息損金算入効果を2度とる）

• 低税率国への機能移転

実効税率を低減する手法をいくつご存知ですか？

実効税率を下げるにあたって、一番留意しなければならないことは何でしょうか？

実効税率マネジメントの必要性

• 従来、外国子会社の未分配利益に対する繰延税金費用を日本親会社にて認識していました。この税率
は、日本の法定実効税率でした。

• 一方、平成21年度法人税制改正により、外国子会社からの受取配当金につき益金不算入制度が施行さ
れたことにより、外国子会社の未分配利益に対する繰延税金費用が大幅に減少したため、外国子会社の
節税の奏功は、より直接的に連結ベースの実効税率に影響を与え、その実効税率の低減の程度が有価
証券報告書に記載されます。

• 海外優遇税制の活用による実効税率の低減は、資金繰り向上に寄与します。

• このように外国子会社を中心とする実効税率低減のニーズが高まってきています。

実効税率低減のニーズが高まってきています。ご存知ですか？

平成21年度法人税制改正により、外国子会社からの受取配当益金不算入制度が施行され、外国子会社を中心とする

税務マネジメントの奏功が、より直接的に連結ベースの実効税率に影響を与えるようになってきました。また、海外優遇

税制の活用による実効税率の低減は、会社の資金繰り向上に寄与します。しかし、低税率国への過度な所得のシフトは、

日本での移転価格税制によって更正される可能性がありますので、税務リスク対策も必要となります。

そこで、最近注目されているのが実効税率マネジメントです。実効税率マネジメントとは、税務リスクマネジメントを実行し

つつ、実効税率低減の機会を活かす税務管理手法をいいます。
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PwCの総合的なサービスとグローバルなネットワーク

PwC Japan は、監査・税務・ディールズ＆コンサルティングが持つサービスの強みと PwCのグローバルネットワークを
生かして、日本企業のグローバル化の推進を全世界でサポートします。

実効税率低減スケジュール

現状分析 短期 中期 長期

• 現状分析による検討課題
の洗い出しと、解決に向け
ての検討

• 実効税率マネジメントの選
定、実行や見直し

• 地域税務戦略の設計、改
善

• グローバルベース税務戦
略の設計、改善

PwC によるサポート

時
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目
的

グループ経営コンサ
ルティング、人事コン
サルティング、サプラ
イ・チェーン・マネジメ
ント・コンサルティング
の提供など

なぜ、PwCが選ばれているのか

実効税率低減に必要な海外税務のノウハウが豊富

税理士法人プライスウォーターハウスクーパース内に海外税務を熟知している専門家がおり、グローバルベースの実効
税率低減の提案が可能です。

日系企業向けの専門部

グローバルベースの実効税率低減のノウハウが専門部に蓄積されています。

税務リスク低減に関するサービス

実効税率低減において重要となる税務リスクを特定するサービスの提供と、そのリスク低減策の提案が可能です。

実効税率低減に対するト―タルサービスの提供が可能

ビジネスモデルの変更を伴う実効税率低減の際には、経営企画部、人事部、物流部等といった経理部以外の部との連
携も必要になります。PwCは、これらのニーズに対して、グローバル経営コンサルティング、人事コンサルティング、サプ
ライ・チェーン・マネジメント・コンサルティング、IFRSコンサルティングをも含めたトータルサービスの提供が可能です。

• 重要な税務リスクの検証

• 税法遵守の下、実効税率
低減の可能性を検討

• 配当源泉税の低減

• 繰越欠損金の有効利用

• 海外優遇税制の活用

• 移転価格文書化

• 軽課税国への機能移転

• 海外グループ・ファイナン
ス会社や地域統括会社の
設立

• グローバル税務リスクを管
理するチームの設立

• グローバルビジネスモデ
ルを見直し、よりダイナミッ
クな機能移転手

段
の
実
例



PwCの主なサービス提供事例

＜前掲の実効税率低減スケジュール上の｢現状分析｣

及び｢短期｣の段階＞

既存事業モデルを大幅に変更せずに、税務リスク測

定・低減と、実効税率低減を合わせて実行すべく、

PwCは以下のサービスを提供します。

• 実効税率低減の実行にあたって、関連する税務リス
クの把握と、そのリスクを低減する方法をアドバイス

• タックスヘイブン税制が適用される場合の課税額の
算定と、適用除外の可能性を検討

• 配当に係る源泉所得税低減の提案、実行支援

• 関係会社間取引における価格調整に関する会社ポ
リシー策定のアドバイス

• 現地税務当局へ特定の税務取扱いの確認
(ルーリングの取得)

• 最新の国内外税制改正の動向や、会計基準改正を
踏まえ、実効税率への影響をアドバイス

＜前掲の実効税率低減スケジュール上の｢中期｣及び

｢長期｣の段階

実効税率への影響を考慮しつつ、新規事業モデル

構築を行うため他部門との共同作業が必要になりま

す。PwCは以下のサービスを提供します。

• 外国子会社の管理や業務の効率をあげるため、外
国子会社データの一元管理、事業リスク把握システ
ム構築に関するアドバイス

• 実効税率マネジメントに合った人事制度構築が必要
なため、グローバル経営人事評価制度をアドバイス

• 物流の時間や費用の効率性の実現のために、サプ
ライ・チェーン・マネジメントのアドバイス

• 効率的な資金配分のため、海外ファイナンス会社の
設立支援や、関税、VATサービスの提供

• 移転価格税制対応のため、各国税法に従った移転
価格文書化サービスの提供
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